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研究成果の概要（和文）： 
 本研究は、「非大学型高等教育」としての短期大学・専門学校などに焦点をあて、これらの機
関における教育プログラムの特質を「統制と調整の主体」、「教育の目的・目標」、「教育の方法」
の 3つの観点から検討し、大学の学術型アプローチと対比しながら職業教育型アプローチの固
有性を実証的に解明しようとした。また、政策科学的研究として、非大学型制度の社会的認知
と質保証に係る国家的学位・資格枠組みの可能性を探究した。 
 
研究成果の概要（英文）： 
This research focused on Junior colleges and professional training colleges as 

non-university higher education sectors and researched the characteristics of their 

educational programs with three perspectives, namely “control of education”, 

“methodology of education” and “goals of education”. We aimed to reveal their 

specialties with vocational education-oriented approach empirically in contrast with 

academic-oriented one in universities. Moreover, as policy scientific research we 

searched the possibilities of national qualifications frameworks in order to improve 

social cognition for non-university education system and their quality assurance.  

Further, we conducted field studies of non-university higher education institutions 

abroad. On commencement of this research, we have created four classifications including 

the “national license sector”, the “industrial sector”, the “commerce and business 

sector” and the “design, contents and others sector”. We did more field surveys 

domestic and abroad and revealed their mutual aspects and differentiated trends of their 

curriculum. Secondly, based on these results we surveyed teaching staff and institutions 

of junior colleges and professional training colleges nationwide. Through this survey, 

we clarified the formation of various competencies such as excellence in vocational 

practice, academic activities, educational qualification and management ability. We 

found unique operational style of each type of institution. Finally, we did graduate 

survey focusing their careers and evaluating their graduating colleges. 

During this research period we held several international seminars at each research 

stage such as kickoff point, a halfway point and closing points and also had opportunities 

to present our research results through academic meetings of Japan Association of Higher 

Education Research and so on. 
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１．研究開始当初の背景 

1970 年代以後、新たな人材ニーズに応じ
て先進諸国で多様な「非大学型」高等教育機
関が発達してきたが、大学セクターと非大学
型セクターとの制度的関係については各国
が各様の課題を抱えていた。この問題は、ア
カデミックな学位と職業資格の統合という
形で集約的に現れ、人材の流動性確保や質保
証への取組として、欧州統合以降の EU 加盟
諸国を中心に活発な議論がなされてきた。学
位・資格制度を早くから確立してきたフラン
スなどの例外を除き、こうした枠組に乏しか
った欧州諸国では、新たな学位・資格制度の
枠組づくりが急速に進行し、またそれらが欧
州にとどまらずグローバル・スタンダードへ
と展開し始めた。 
しかしながら翻ってわが国の状況をみる

と、大学と「非大学型」高等教育機関との制
度的関係について検討がなされるどころか、
そもそも「非大学型」高等教育機関に関する
研究さえ、十分に蓄積されていなかった。 

わが国では大学、「非大学型」高等教育機
関は共に、主として 18～20 歳の青年期の教
育を担っており、若者の社会的自立・移行へ
の支援機能が求められていた。両セクターを
対比させてみれば、大学では学術空間での社
会的自立の自己探究という方法をとり、「非
大学型」高等教育では職業的な空間での社会
的自立の契機、言い換えると「しつけ」機能
が重視されるはずであった。だが、「秘書（ビ
ジネス実務）」あるいは「看護」といったい
くつかの領域においては、大学を含めた複数
の学校種が同種の人材養成に関わるという
重複・競合関係が発生しており、とりわけ専
門学校の学校教育法上の位置づけ（いわゆる
非一条校問題）が課題となっていた。中央教
育審議会特別部会審議経過報告で提案され
たいわゆる「新しい学校種」とも関連して、
その教育の輪郭付けが急がれた。「非大学型」
高等教育プログラムを、高等教育の一般モデ
ルである大学と比べたとき、その異質さや柔
軟さ、多様さに比例して不可視的なものとな
るため、「非大学型」高等教育プログラム内
部における特質の明確化・差異化が必要であ
ると同時に、大学との共通枠組での比較研究
が必要となったのであった。 
 
２．研究の目的 

本研究は、「非大学型高等教育」としての
短期大学・専門学校・高専に焦点をあて、こ
れらの機関における教育プログラムの特質
について、1) 「統制と調整の主体」： カリ

キュラムの目的・内容・方法への関係者の関
与・統制のあり方、2) 「教育の目的・目標」： 
教育の成果としての進路・キャリア形成、3) 
「教育の方法」： 教育プログラム運営に関わ
る教職員の資質や志向性、教授法の 3つの視
座から学校種横断的に調査・研究し、非大学
型高等教育プログラムと大学中心の学位制
度とを関連づけた学位・資格制度の体系化の
可能性を探求することを目的とした。 
 
３．研究の方法 

本課題では大きく、質的調査と量的調査の
2つの調査を実施した。 
質的調査では、カリキュラムの目的・内

容・方法への関与としての「統制と調整の主
体」を解明するために、領域別の対象を抽出
し、教育機関等への訪問調査を実施した。こ
れは教員調査、卒業生調査の調査票設計につ
ながる探索的な調査でもあった。 

また、学位・資格枠組みを展開している先
端的事例を探求するために、海外の非大学型
高等教育機関等に対し訪問調査を実施した。 
 量的調査では、教員調査と卒業生調査の２
つの調査を実施した。 
 教員調査では、領域別の教育機関等への訪
問調査の結果をもとに教育プログラムの運
営に関わる教職員の資質や志向性、教授法と
しての「教育の方法」を明らかにするために、
「高等教育における教員と教育組織に関す
る調査」を全国の短期大学・専門学校を対象
に、機関調査と教員調査を実施した。 
卒業生調査では、教育の成果としての進

路・キャリア形成、「教育の目的・目標」を
明らかにするために、「卒業生のキャリアと
学校評価に関する調査」を実施した。これは
短期大学・専門学校の卒後 10年目までの初
期キャリア形成の実態把握を行い、卒業生の
視点からみた母校在学中の教育・学習経験に
対する評価を問うものでもある。調査対象と
しては当初 3コーホート（卒業後 1年、5年、
9年）を標準的に設定し、卒業数の実態に応
じて、機関ごとに最大 10コーホートまでの
調査を可能とした。アンケート web調査シス
テムを開発・設計し、調査を実施した。 
 なお、これらの調査実施の前に、理論枠組
みの検討として、2009年度のスタート時に海
外研究協力者を招聘しての国際ワークショ
ップや研究会を実施し、検討を行った。 
 
４．研究成果 
（１）カリキュラム調査の実施・分析 

職業教育型アプローチの固有性を実証的



に解明するために、まず国際標準教育分類
（ISCED）における下位分類としての教育訓
練分野分類をもとに開発した本研究独自の
「EQ分類」により、専門分野を大きく 4領域
（国家資格領域、工業領域、商業・ビジネス
領域、デザイン・コンテンツ系領域）に分け
て国内の短期大学・専門学校そしてカリキュ
ラムを統制・調整する関係団体等を対象とし
た訪問調査を 2009～2011年にかけて実施し、
調査結果をもとに、各領域のカリキュラム特
質の共通的側面やそれぞれの分化傾向、そし
て職業・資格要件のカリキュラムへの反映の
特性を解明した。 
 
（２）教員調査の実施・分析 

学長・学校長を対象とした機関調査（郵送
調査）と、各機関に勤務する本務教員および
兼務教員を対象とした教員調査（web調査）
を 2011年 1～7月に実施した。 

調査の主な項目として、機関調査票では、
A)学校概要、B)カリキュラム特性、C)学校管
理運営、D)教職員の人事・職務、E)教員の研
究・研修・能力開発、F)教員の職業的能力、
G)今後の高等教育のあり方、教員個人調査票
では、A)属性及び勤務校での役割、B)勤務校
での職務、C)学習歴と職業経歴、D)勤務校で
の採用と処遇、職務の変化、E)自身の研究・
研修・能力開発、F)職業的な能力とその活用、
G)今後の高等教育のあり方、H)仕事への満足
と今後のキャリア展望である。 

有効回収率は、機関調査は短期大学 44.5％、
専門学校 14.4％、教員調査（個人調査票）は
短期大学本務教員 10.9％、兼務教員 6.7％、
専門学校本務教員 4.8％、兼務教員 1.5％で
あった。 

主な分析結果は次のとおりである。 
①本務教員の平均勤続年数は、短大 13.3年、

専門学校 9.9年と短大教員の方が、年齢層
が高く年齢の幅も広い。 

②教員の採用に関して、短大では学歴を、専
門学校では資格技能、実務経験が重視され
る傾向がある。 

③短大本務教員では、72％が大学院レベルの
学習経験を持つが、5 年以上の専門に直結
した職業経験を持つ教員は 30％にとどま
っている。他方、専門学校本務教員で、大
学院レベルの学習経験を持つ教員は 18％
と低いが、5 年以上の専門に直結した職業
経験を持つ教員は 36％であった。学術性と
職業実務経験の両方を兼ね備えた「学術・
職業デュアル型」の本務教員は、短大では
20％、専門学校では 7％であった。 

④兼務教員の教育活動時間は、本務教員の半
分程度で、分野によっては本務教員と同程
度の授業を担当している場合もある。大学
教員と比較すると、短大・専門学校ともに、
授業や学生・生徒指導にかける時間が長く、

研究活動時間が短い教員が多いという特
徴がみられた。 

⑤機関調査から、教員の能力・資質として、
専門に関わる理論的な知識とともに、学習
指導の技量や教員間の共同が求められて
いる。採用時の要求水準と現実とのギャッ
プが大きいのは学習指導技量であるが、教
員経験年数とともにそれは高まっていき、
求められる水準との差は埋められている。 

⑥短大では本務教員・職員・専門家等で職務
分担が行われているが、専門学校では本務
教員が広範な役割を担っている。特に専門
学校では、兼務教員が応用・先端的科目の
授業を担当している割合が高かった。 

⑦専門学校の本務教員は、短大に比べ勤務校
への満足度が低く、自分の職業に対する社
会的評価の低さを感じている者も多い。 

 
（３）卒業生調査の実施 
 2012年 8月に短期大学 21校、専門学校 43
校の参加校を調査対象として確定し、web 調
査を 2012年 10月～2013年 3 月に実施した。 
本調査で用いた調査票は、カリキュラム調

査で専門分野を大きく４領域に分けたもの
をさらに 17分野（①医療・国家資格（看護・
医療・リハビリ・養護）、②国家資格（保育・
幼児教育）、③国家資格(栄養士・管理栄養士)、
④国家資格（理容・美容）、⑤調理・製菓(国
家資格系を含む)、⑥福祉（国家資格系を含
む）、⑦工業（情報を含む）、⑧商業・ビジネ
ス・生活、⑨医療事務、⑩人文・語学系、⑪
地域総合科学科・キャリア探索系、⑫音楽、
⑬デザイン（ファッション）、⑭デザイン（グ
ラフィック・コンテンツ）、⑮観光、⑯スポ
ーツ、⑰ペット）に分け、各 17 分野固有の
能力・業種・職種が設定できるようにした。 

主な調査項目は、A)出身学科・専攻とあな
た自身について、B)在学時の学習・学校生活
について、C)卒業後の進路・職業経歴につい
て、D)現在の仕事について、E）資格・検定
と卒業後の学習経験について、F)仕事や生活
で必要な能力について、G)これまでの生活や
家族について、H)これまでの経験を総合的に
振り返っての全 8 項目から構成されている。 

計 73,008 名(短期大学 25,468 名、専門学
校 47,540 名)の卒業生に対し ID を発行し、
計 8,136 票（短期大学 2,590 票、専門学校
5,346 票）、11.1％の回答を得た（2013 年 4
月 20日時点）。 
本研究会が開発設計した web調査システム

を各教育機関が活用して自ら卒業生調査を
実施し、教育活動の点検・評価を行うもので
あり、単に調査分析にとどまらず、そこから
得られた知見を各機関の教育の充実・向上に
つなげていく点検活動（IR）を支援していく
仕組みを構築したところに本調査プロジェ
クトの特徴がある。2013年 2月末に第一回基



礎集計を行い、各機関に報告し、その結果を
もと、2013年 3月に調査参加校が相互に検討
を行うワークショップを実施した。 
 
（４）海外の非大学高等教育機関等への訪問
調査の実施 

世界各国での非大学型高等教育の多様な
展開を踏まえ、CEDEFOP、KRIVET、NCVER等の
類似の国際的な研究開発を行っている機関
を訪問、他にも南京農業大学など教育機関と
の研究交流も行いながら、職業教育型アプロ
ーチという観点から、学位・資格枠組みの導
入・展開が進んでいる海外事例として、英国、
オーストラリア、ドイツ、韓国、中国などを
重点的研究対象とした。対象国を訪問し、高
等職業教育の制度的位置づけ、学位・資格枠
組み、各機関の教育プログラムの実態につい
て調査を行った。 
 これらの研究に先立ち、高等教育、職業教
育、比較教育の専門研究者を招聘して国際ワ
ークショップを開き、また調査結果を検討す
るために、海外研究協力者らと共に最終年度
には国際セミナーを実施した。 
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